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11.� 土地再評価差額金の会計処理に関するＱ＆Ａ�（会計制度委員会） �  1684

12.� 特別目的会社を活用した不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針�
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�（監査委員会報告第27号） �  1717
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�（業種別監査研究部会） �  1722
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17.� 公共施設等運営事業における運営権者の会計処理等に関する実務上の取扱い�
�（実務対応報告第35号） �  1724

９ リース取引関係

１.� リース取引に関する会計基準�（企業会計基準第13号） �  1735

２.� リース取引に関する会計基準の適用指針�（企業会計基準適用指針第16号） �  1740

３.� リース手法を活用した先端設備等投資支援スキームにおける借手の会計処理等に関する�
実務上の取扱い�（実務対応報告第31号） �  1779

４.� 連結財務諸表におけるリース取引の会計処理に関する実務指針�
�（会計制度委員会報告第５号） �  1790

10 研究開発費関係

１.� 研究開発費等に係る会計基準�（企業会計審議会） �  1799

２.�「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正�（企業会計基準第23号） �  1803

３.� 研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針�
�（会計制度委員会報告第12号） �  1805

４.� 研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関するＱ＆Ａ�（会計制度委員会） �  1818

11 金融商品関係

１.� 金融商品に関する会計基準�（企業会計基準第10号） �  1829

２.� 金融商品会計に関する実務指針�（会計制度委員会報告第14号） �  1849

３.� 金融商品会計に関するＱ＆Ａ�（会計制度委員会） �  1925

４.� その他の複合金融商品（払込資本を増加させる可能性のある部分を含まない複合金融商品）
に関する会計処理�（企業会計基準適用指針第12号） �  1968

５.� 払込資本を増加させる可能性のある部分を含む複合金融商品に関する会計処理�
�（企業会計基準適用指針第17号） �  1975

６.� 時価の算定に関する会計基準�（企業会計基準第30号） �  1988

７.� 時価の算定に関する会計基準の適用指針�（企業会計基準適用指針第31号） �  1998

８.� 金融商品の時価等の開示に関する適用指針�（企業会計基準適用指針第19号） �  2017

９.� LIBORを参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱い�（実務対応報告第40号） �  2041

10.� ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示�（会計制度委員会報告第３号） �  2055

11.� 旧商法による新株予約権及び新株予約権付社債の会計処理に関する実務上の取扱い�
�（実務対応報告第１号） �  2059
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12.� デット・エクイティ・スワップの実行時における債権者側の会計処理に関する�
実務上の取扱い�（実務対応報告第６号） �  2063

13.� コマーシャル・ペーパーの無券面化に伴う発行者の会計処理及び表示についての�
実務上の取扱い�（実務対応報告第８号） �  2065

14.� 種類株式の貸借対照表価額に関する実務上の取扱い�（実務対応報告第10号） �  2066

15.� 信託の会計処理に関する実務上の取扱い�（実務対応報告第23号） �  2069

16.� 電子記録債権に係る会計処理及び表示についての実務上の取扱い�
�（実務対応報告第27号） �  2078

17.� 電子記録移転有価証券表示権利等の発行及び保有の会計処理及び開示に関する取扱い�
�（実務対応報告第43号） �  2080

18.� 資金決済法における特定の電子決済手段の会計処理及び開示に関する当面の取扱い�
�（実務対応報告第45号） �  2087

19.� 子会社株式等に対する投資損失引当金に係る監査上の取扱い�（監査委員会報告第71号） �  2096

12 外貨建取引関係

１.� 外貨建取引等会計処理基準�（企業会計審議会） �  2101

２.� 外貨建取引等の会計処理に関する実務指針�（会計制度委員会報告第４号） �  2110

３.� 外貨建転換社債型新株予約権付社債の発行者側の会計処理に関する実務上の取扱い�
�（実務対応報告第11号） �  2158

13 退職給付関係

１.� 退職給付に関する会計基準�（企業会計基準第26号） �  2163

２.� 退職給付に関する会計基準の適用指針�（企業会計基準適用指針第25号） �  2179

３.� 退職給付制度間の移行等に関する会計処理�（企業会計基準適用指針第１号） �  2236

４.� 退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い�（実務対応報告第２号） �  2249

５.� 債券の利回りがマイナスとなる場合の退職給付債務等の計算における割引率に関する�
当面の取扱い�（実務対応報告第34号） �  2256

６.� 実務対応報告第34号の適用時期に関する当面の取扱い�（実務対応報告第37号） �  2259

７.� 退職給付会計に係る税務上の取扱いについて �  2262

８.� 退職給付会計における未認識項目の費用処理年数の変更について�
�（リサーチ・センター審理情報No.18） �  2267

９.� 退職給付会計における未認識数理計算上の差異の費用処理年数の変更について�
�（審査・倫理・相談課ニュースNo.1） �  2267
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10.� 退職給付会計における未認識数理計算上の差異等の費用処理方法等の変更について�
�（業務本部審理ニュースNo.6） �  2268

11.� 厚生年金基金に係る交付金の会計処理に関する当面の取扱い�（実務対応報告第22号） �  2270

12.� リスク分担型企業年金の会計処理等に関する実務上の取扱い�（実務対応報告第33号）�  2274

13.� 年金資産に対する監査手続に係る実務ガイダンス�
�（監査基準報告書330実務ガイダンス第１号）�  2282

14 純資産の部・自己株式関係

１.� 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準�（企業会計基準第５号） �  2307

２.� 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針�
�（企業会計基準適用指針第８号） �  2318

３.� 株主資本等変動計算書に関する会計基準�（企業会計基準第６号） �  2328

４.� 株主資本等変動計算書に関する会計基準の適用指針�（企業会計基準適用指針第９号） �  2333

５.� 自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準�（企業会計基準第１号） �  2361

６.� 自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針�
�（企業会計基準適用指針第２号） �  2368

７.� その他資本剰余金の処分による配当を受けた株主の会計処理�
�（企業会計基準適用指針第３号） �  2378

15 収益認識関係

１.� 収益認識に関する会計基準�（企業会計基準第29号） �  2383

２.� 収益認識に関する会計基準の適用指針�（企業会計基準適用指針第30号） �  2413

３.� 情報サービス産業における監査上の諸問題について�
�（IT業界における特殊な取引検討プロジェクトチーム報告） �  2466

16 税法関係

１.� 法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準�（企業会計基準第27号） �  2475

２.� 消費税の会計処理について（中間報告）�
�（消費税の会計処理に関するプロジェクトチーム） �  2486

17 税効果会計関係

１.� 税効果会計に係る会計基準�（企業会計審議会） �  2491
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２.�「税効果会計に係る会計基準」の一部改正�（企業会計基準第28号） �  2495

３.� 税効果会計に係る会計基準の適用指針�（企業会計基準適用指針第28号） �  2507

４.� 繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針�（企業会計基準適用指針第26号） �  2557

５.� 中間財務諸表等における税効果会計に関する適用指針�（企業会計基準適用指針第29号） �  2584

６.� 連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その１）�
�（実務対応報告第５号） �  2598

７.� 連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その２）�
�（実務対応報告第７号） �  2607

８.� 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い�
�（実務対応報告第39号） �  2623

９.� グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い�
�（実務対応報告第42号） �  2626

10.� グローバル・ミニマム課税に対応する法人税法の改正に係る税効果会計の適用に関する�
当面の取扱い�（実務対応報告第44号） �  2649

18 １株当たり情報関係

１.� １株当たり当期純利益に関する会計基準�（企業会計基準第２号） �  2655

２.� １株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針�（企業会計基準適用指針第４号） �  2664

３.� １株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い�（実務対応報告第９号） �  2684

19 関連当事者関係

１.� 関連当事者の開示に関する会計基準�（企業会計基準第11号） �  2691

２.� 関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針�（企業会計基準適用指針第13号） �  2698

20 セグメント情報関係

１.� セグメント情報等の開示に関する会計基準�（企業会計基準第17号） �  2711

２.� セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針�（企業会計基準適用指針第20号） �  2724

21 開示関係

１.� 継続企業�（監査基準報告書570） �  2735

２.� 継続企業の前提に関する開示について�（監査・保証実務委員会報告第74号） �  2752
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３.� 継続企業の前提が成立していない会社等における資産及び負債の評価について�
�（会計制度委員会研究報告第11号） �  2756

４.� 後発事象に関する監査上の取扱い�（監査基準報告書560実務指針第１号） �  2774

５.� 追加情報の注記について�（監査・保証実務委員会実務指針第77号） �  2792

６.� 債務保証及び保証類似行為の会計処理及び表示に関する監査上の取扱い�
�（監査・保証実務委員会実務指針第61号） �  2796

７.� 個別財務諸表における関連会社に持分法を適用した場合の投資損益等の注記に関する�
監査上の取扱い�（監査・保証実務委員会実務指針第58号） �  2800

８.� 比較情報の取扱いに関する研究報告（中間報告）�（会計制度委員会研究報告第14号） �  2802

22 監査業務関係

１.� EDINETの基礎知識と監査報告書へのXBRLタグ付けに係る研究文書�
�（テクノロジー委員会研究文書第９号）�  2815

２.�「その他の記載内容」に関する監査人の作業内容及び範囲に係る周知文書�
�（監査基準報告書720周知文書第２号）�  2853

23 内部統制関係

１.� 財務報告に係る内部統制基準・実施基準�（企業会計審議会） �  2861
� 財務報告に係る内部統制基準・実施基準（令和５（2023）年改訂） �  2922

２.� 財務報告に係る内部統制の監査�（財務報告内部統制監査基準報告書第１号） �  2988
� 財務報告に係る内部統制の監査（2023年７月改正） �  3057

３.� 内部統制報告制度に関するＱ＆Ａ �  3132

４.� 内部統制報告制度に関する事例集 �  3166

参　　考

１.� 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則に規定する金融庁長官が定める�
企業会計の基準を指定する件�（平成21年金融庁告示第69号） �  3185

２.� 財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則に規定する金融庁長官が定める�
企業会計の基準を指定する件�（平成21年金融庁告示第70号） �  3189

３.�「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条に規定する�
指定国際会計基準に含まれる解釈指針について�（金融庁） �  3191


